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○ 第５表・第６表 

☞ 定款等で定められた定員を

記載してください。 

☞ 承認申請書記載時の理事（又

は責任役員）の現員を記載して

ください。 

☞ 具体的かつ詳細に記載してください。特に、勤務先・役職欄は、例えば

「㈱○○代表取締役社長」などのように具体的に記載してください。 

なお、該当がない場合は必ず「なし」と記載してください。 

☞ 第５表及び第６表は、公益信託の受託者の全てが、運営組織が適正

な法人である場合（「運営組織が適正な法人」については、７ページ

参照）に、第６表の４に代えて提出します。 
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☞ 定款等で定められた定員を

記載してください。 

☞ 承認申請書記載時の評議員

（又は信徒総代）の現員を記

載してください。 

☞ 具体的かつ詳細に記載してください。特に、勤務先・役職欄は、例えば

「㈱○○代表取締役社長」などのように具体的に記載してください。 

なお、該当がない場合は必ず「なし」と記載してください。 
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イ 使用区分（第５表、第６表共通） 

これらの表は、一般特例を受けようとする場合で、寄附を受けた公益信託の受託者の全てが措法

第 40条第１項第１号に掲げる者（措令第25条の 17第６項第１号イに掲げる要件の全てを満たすも

のに限ります。）であるときに使用します。 

 
ロ 記載要領（第５表、第６表共通） 

(ｲ) これらの表は、承認申請書を提出する日の直前の状況により記載してください。 

(ﾛ) 「⑴ 理事又は責任役員」の記載に当たっては、次の点に留意してください。 

Ａ 「寄附者との親族その他特殊関係」欄は、寄附をした人からみて次に掲げる人に該当する場

合に、その関係を「○○の長男」、「△△が社長の㈱□□の社員」のように具体的に記載してく

ださい。「第５表理事の（番号）の弟」のように記載しても差し支えありません。 

また、寄附をした人からみて次に掲げる人に該当しない場合には、「なし」と記載してくだ

さい。 

ａ 寄附をした人の親族（６親等以内の血族、配偶者及び３親等以内の姻族をいいます。）  

ｂ 寄附をした人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある人 

ｃ 寄附をした人の使用人 

ｄ 寄附をした人の使用人以外の人で寄附をした人から受ける金銭その他の財産により生計を

維持している人 

ｅ 上記ｂからｄまでに掲げる人の親族で、これらの人と生計を一にしている人 

ｆ 次に掲げる法人の役員又は使用人 

(a) 寄附をした人が役員となっている他の法人 

(b) 寄附をした人及び上記ａからｅまでに掲げる人並びにこれらの人と特殊の関係のある法

人を判定の基礎とした場合に同族会社に該当する他の法人（７ページの「特殊の関係があ

る人」を参照してください。） 

Ｂ 「他の理事又は監事との親族その他特殊関係」欄の記載は、上記Ａに準じて記載してください。 

Ｃ 「この法人以外の勤務先等関係する法人・団体の名称及びそこでの役職等」欄には、寄附を

受けた法人以外の勤務先、役員となっている法人又は団体の名称及びそこでの役職名を「㈱

○○代表取締役社長」のように具体的に記載してください。 

また、個人で事業を行っている場合には、その事業について「○○販売業」のように記載し

てください。 

(ﾊ) 「⑵ 監事」及び「⑶ 評議員又は信徒総代」の記載に当たっても、上記(ﾛ)と同様の点に留意して

ください。 

(注) 既存の書類等でこれらの表に記載すべき内容が記載されたものがある場合には、これらの表の適宜

の箇所に「別紙のとおり」と記載の上、これらの表と既存の書類等を提出しても差し支えありません。 
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ハ 申請時確認事項（第５表、第６表共通） 
 

 確認項目 確認すべき事項 ﾁｪｯｸ 

1 ⑴⑵⑶の「現員」欄 定款等で定められた定員を満たしていますか。 □ 

2 
⑴⑵⑶の「法人から受

ける給料・報酬」欄 

寄附を受けた法人から受ける給料又は報酬は、勤務実績に基

づき支給されていますか（役員等の地位にあることのみに基

づき支給されていませんか。）。また、寄附をした人の親族な

どが特に高額な給料や報酬を受けていませんか。 

□ 

3 

⑴⑵⑶の「寄附者との

親族その他特殊関係」

欄 

理事、監事又は評議員のそれぞれのうちに、特定の理事、監

事又は評議員と親族関係を有する人及びこれらの人と特殊

の関係がある人の合計数は、いずれも現員の３分の１以下と

なっていますか。 

□ 

⑴の「他の理事又は監

事との親族その他特殊

関係」欄 

⑵の「他の監事、理事

又は評議員との親族そ

の他特殊関係」欄 

⑶の「他の評議員、理

事又は監事との親族そ

の他特殊関係」欄 

4 

⑴⑵⑶の「この法人以

外の勤務先等関係する

法人・団体の名称及びそ

こでの役職等」欄 

理事、監事又は評議員が役員を務める法人に勤務する人又は

理事、監事又は評議員が役員を務める団体に所属する人

は、特殊の関係がある人に該当するものとして記載されて

いますか。 

□ 

5 全項目 記載漏れはありませんか。 □ 

 

(注)１ 役員構成や定員などについては、定款等に記載すべき事項が別途定められています。詳しくは、

「公益法人等に財産を寄附した場合における『租税特別措置法第 40 条の規定による承認申請書』の

記載のしかた」70 ページ以降をご覧ください。 

２  定款等において、理事と評議員との兼任禁止規定が定められている場合には、評議員の定数は理

事の定数と同数以上であればよいとされています。 

３ 公益社団（財団）法人については、「一般社団・財団法人法」及び「公益認定法」において定款の記

載事項として定められている定員であればよいとされています。 

４ 特定一般法人については、理事は６人以上、監事は２人以上、評議員（設置している場合）は理

事の定数と同数以上であればよいとされています。




